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１この報告集は文部科学省・科学研究費プロジェクト「経済統計・政府統計の数

理的基礎と応用」（2011 年度～2014 年度）が開催した研究集会における講演内

容をまとめたものである。 



前書き 
 

本報告書は、日本学術振興会・科学研究プロジェクト「経済統計・政府統計の数理的

基礎とその応用」（2011 年度－2014 年度、研究代表者：山本 拓）が、2014 年 1 月 31

日(金)に東京大学小島ホールにおいて開催した 2013 年度の研究集会における講演内容

をまとめたものである。 

 

 本プロジェクトの目的は、経済統計・政府統計における主要な課題の、技術的および

制度的問題を、統計学的な立場から理論的・学術的に検討し、具体的解決策を提言する

ことである。 

経済統計、とりわけ政府統計は、経済・社会の動向を理解し、政策を実施、評価する

ためには不可欠な情報であることは言うまでもない。最近は evidence-based policy と

いうこともよく言われ、政府統計の重要性は一般に広く認識されつつあると思われる。

しかし、経済統計・政府統計への信頼性は、近年必ずしも増しているとは言えない状況

である。経済社会の急激な変化に伴い、政府統計の質の確保が困難になりつつある。マ

クロ経済統計の側面では、GDP 統計などに代表されるマクロ公表系列の質と信頼性の問

題、信頼性の高い将来人口の推計の問題、地域による経済情勢のばらつきの把握などの

問題を挙げることができる。またミクロ経済データにおいては、統計調査をとりまくプ

ライバシー意識の高まりから、調査精度の確保が難しくなりつつあるという問題や、情

報開示と秘密保持の両立という匿名化問題などを挙げることができる。 

新しい統計学的知見の導入に関しては、日本の政府統計部局が分散化されているため

に、これまでは、個別の担当部局あるいはその時々の担当者に個別に招かれた研究者に

よって知見や助言が提供されることが多かった。政府統計を巡る重要な論点について、

担当部局をまたいでその知見が共有されることは少なかったと思われる。またそれらの

話題が広く研究者間で議論されることも少なかった。そのような意味で、経済統計・政

府統計の技術的・制度的問題点を、統計学的立場から総括的に検討していくという本研

究プロジェクトは、一つの新しい方向性を示している。 

 

本プロジェクトの研究集会は、プロジェクトのメンバーと実際に経済統計・政府統計

に作成者または利用者として携わっている方々との積極的な交流を目指している。した

がって研究集会における研究報告は、メンバーと外部の方の報告が概ね半々になるよう

に構成されている。 

2011 年度の第１回目の研究集会の特徴は、外部の報告者として、実際に主要な政府

統計を作成されている担当者を招き、作成上のポイントや課題を報告して頂いたことで

ある。2012 年度の第２回目の研究集会の特徴は、外部の報告者としては地方政府にお



いて統計に関わっている方に、そのあり方や課題などについて報告して頂いたことにあ

る。さらにマクロ経済統計の作成者および利用者としての立場からその問題点や改善の

方向性についての報告を頂いた。これら２回の研究集会の報告は、それぞれ東京大学大

学院経済学研究科付属・日本経済国際共同研究センター（CIRJE）研究報告書シリーズ

の CIRJE-R-10 ならびに CIRJE-R-12 にまとめられている。 

今年度は第３回目の研究集会として、外部の報告者として雇用・失業統計、人口統計、

ならびに生産性統計についての報告をして頂いた。プロジェクトのメンバーからは物価

指数、ならびにデータの匿名化についての報告が行われた。さらに季節調整の様々な問

題について、海外からの招聘研究者を含む外部の方から報告して頂くと同時に、プロジ

ェクトのメンバーの報告が英語セッションとして行われた。 

このような機会が情報交換ならびにお互いの刺激となり、経済統計・政府統計の今後

の改善の一助となることを期待する次第である。 

 

 

                         2014 年 2 月 

                         編者  



 

プログラム 

 

 

<セッションⅠ> 
Chair: 山本拓 
10:00-10:40 「雇用・失業統計に関する国際統計基準の動向」 川崎茂(日本大学) 
10:40-11:30 「JIP データベースにおける全要素生産性の計測と公的統計の課題」

深尾京司(一橋大学) 
11:30-12:10 「人口減少・高齢社会の進展と人口統計の課題」 

 金子隆一(国立社会保障・人口問題研究所) 
<昼休み> 
 
<セッションⅡ> 
Chair: 国友直人 
13:30-14:10 「高齢者世帯の消費行動と物価指数」 

 宇南山卓(財務省財務総合政策研究所) 
14:10-14:50 「エビデンスに基づいた匿名化」 星野伸明(金沢大学) 
 
<セッションⅢ（英語セッション）> 
Chair: Yoshinori Kawasaki 
15:00-15:40 “Benchmarking Problem And Robust Denton Method”  Kengo Kato     

(東京大学) 
15:40-16:20 “On Official Seasonal Adjustments in Japan”  Makoto Takaoka 
        (琉球大学) 
16:20-17:00 “Seasonal Adjustment of CPS Labor Force Series during the Great 

Recession”  Thomas D. Evans (U. S. Bureau of Labor Statistics) 
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雇用・失業統計に関する

国際基準の動向

日本大学経済学部

川崎 茂

kawasaki.shigeru@nihon-u.ac.jp

2014年年年年1月月月月31日日日日 研究集会研究集会研究集会研究集会

「経済統計・政府統計の数理的基礎「経済統計・政府統計の数理的基礎「経済統計・政府統計の数理的基礎「経済統計・政府統計の数理的基礎

と応用と応用と応用と応用」」」」

於於於於：東京大学経済学部小島ホール：東京大学経済学部小島ホール：東京大学経済学部小島ホール：東京大学経済学部小島ホール
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１．はじめに

• 昨年10月に開催された国際労働統計家会議において、雇

用・失業統計の国際基準の変更が決定された。

• 新たな国際基準では、「仕事の形態」の概念の新設、雇用・
失業の定義の明確化、潜在労働力人口の概念の新設など

が行われた。

• この変更に伴い、日本の労働力調査においても対応が必要
となる。

• この報告では、国際基準の変更の内容とその影響について
紹介する。

（参考） ILO International Conference of Labour Statisticians ”Resolution concerning 
statistics of work, employment and labour underutilization” (Oct. 2013)
http://www.ilo.org/global/statistics-and-databases/meetings-and-events/international-conference-of-labour-
statisticians/19/lang--en/index.htm

２．我が国の雇用・失業統計 (1)

• 我が国の雇用・失業の実態を把握する最も基本的な統計調査とし
て、労働力調査が1947年から毎月実施されている。

• 労働力調査では、全国約4万世帯、10万人(15歳以上）を２段抽出

により選定・調査し、翌月末に結果を公表。

• 調査対象全員について、就業状態、産業、職業、週間就業時間、
求職理由等を調査する（基礎調査票）ほか、約1 /4には、就業・失

業等のより詳細な実態について調査（特定調査票）。

• これらの統計は、ILOにおいて定められた国際統計基準に従って

作成。

• 毎月公表される就業者数、完全失業者数等の動向は、景気指標
として多くの利用者が注目。

（参考）総務省統計局「労働力調査」 http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm
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２．我が国の雇用・失業統計 (2)
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２．我が国の雇用・失業統計 (3)
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２．我が国の雇用・失業統計 (4)
日本、アメリカ、日本、アメリカ、日本、アメリカ、日本、アメリカ、EUの失業率の失業率の失業率の失業率 (2013年年年年10月、季節調整値）月、季節調整値）月、季節調整値）月、季節調整値）

（出典） Eurostat “Unemployment Statistics” 

http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php/Unemployment_statistics

EA-17*

EU-28

USA

Japan

(*) EA-17とは、通貨ユーロを採用している17か国のこと。

３．現行の国際基準 (1)

(1) 統計の国際基準とは

• 公的統計の基本原則、概念・定義、分類、調査・推計の手法
など様々な側面に関し、信頼性及び国際比較性の向上のた

め、国際機関と各国が協力して決定。

• 基準の多くは国連（統計部及び統計委員会）が中心となって
検討及び決定。

(参考) United Nations Statistics Division: http://unstats.un.org/unsd/default.htm

• 労働関連統計の国際基準は、ILOのICLS*において決議の後、

理事会の同意により決定。

（参考）ICLS = International Conference of Labour Statisticians
1923年設置。各国の政府統計部局の統計専門家のほか、労働側、使用者側の代表等も出席。

戦時を除き、約5年ごとに開催。2013年の第19回会議には約100ヶ国から参加。
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３．現行の国際基準 (2)

(2) 雇用・失業統計に関する現行の国際基準
• 雇用・失業、労働時間、産業分類、職業分類、従業上の地位の概念・定

義、不完全就業等について国際基準が存在。

• 今回の改訂に関連する主なものは次のとおり。

1982年 Resolution concerning statistics of the economically active

population, employment, unemployment and underemployment

1998年 Resolution concerning the measurement of underemployment

and inadequate employment situations

• 最も基本となる1982年の雇用・失業に関する基準は、経済活動人口、就

業者、失業者等の概念を明確化したもの。

• 失業については、①仕事を持っていない、 ②現に就業が可能である、

③実際に仕事を探していた の３要件すべてを満たす者として定義。

• 要件③は、「最近の特定の期間に、有給雇用又は自営業を探すために

特別な手段を講じた」事実の有無により判定。

• 求職活動の期間に関しては、具体的な規定なし。

４．国際基準の改訂(1)

(1) ICLSの決議の概要

• 名称は、”Resolution concerning statistics of work, employment and 

labour underutilization”

• 近年の労働市場における新たな実態をより的確に把握し、政策・分析の

ニーズにより活用できるものとなるよう見直し。主な内容は次のとおり。

1)  新たに「仕事の形態（Forms of Work)」の概念を導入。

2008SNAとの整合性に配慮し、「仕事」の範囲を幅広くとらえる。

2)  労働力状態の分類・定義を見直し、明確化。

雇用・失業のボーダーラインに近い状態の者の扱いを明確化する。

例 Unpaid traineesの扱い、失業の要件における求職活動の期間の厳密化

3)  未活用の労働力に関する統計の概念の新設。

「時間関連不完全就業（Time Related Underemployment)」の定義を明確化。

「潜在労働力（Potential Labour Force)」の概念と指標を規定。



2014/1/18

6

４．国際基準の改訂(2)

(2) 「仕事の形態」の概念の新設

・仕事（Work)の概念を２００８SNAの一般生産境界と一致させる。

・仕事（Work）には、雇用・自営の仕事のほか、自家使用のための

財・サービスの生産、無給訓練生、ボランティアなども含まれる。

４．国際基準の改訂(3)

(3) 労働力状態の分類の定義の見直し・明確化

○ 休業者（就業者の内訳）

雇用の継続性（休暇中の給与・給付等の受取、職場への復帰

など）が確保されている場合にのみ就業者とする。

○ 失業者（求職活動期間）

失業者の要件は、①仕事を持っていない、 ②現に就業が可

能である、 ③実際に仕事を探していた と従前どおりだが、③

の職探しの期間は、従前の曖昧さを改め、過去4週間又は１ヶ

月と定める。

就業内定のため職探しをしていなかった者、海外出稼ぎのた

め出国待ちの者は失業者とする。
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４．国際基準の改訂(4)

(4) 時間関連不完全就業の定義の明確化

• 不完全就業については、これまで統一的な基準で調査され
ていないことから、新基準において明確化が図られた。

• 時間関連不完全就業とは、就業者のうち、次の条件をすべ
て満たす者とされた。特定の短い期間のうちに、

①労働時間の増加を希望している

②実際の労働時間が定められた下限を下回る

③追加就業機会があれば就業可能である

• ①は、現在と同じ仕事でも、別の仕事でも可。
• ②は、フルタイム雇用者とパートタイム雇用者の労働時間の
境界となる労働時間又は法制上の規範により定める。

４．国際基準の改訂(5)

(5) 潜在労働力の概念と指標 その１

• 潜在労働力を、非労働力人口のうち、失業の３要件の一部
を満たしていないものとして定義。具体的には次の2種類。
①最近の一定期間の間に求職活動を行った者で、現在は就業可能では

ないが、しばらくの後に就業可能となる見込みの者

②求職活動は行っていないが、就業を希望しており就業可能な状態の者

• ②のうち、労働市場の見通しから求職活動を控えている者を
「求職意欲喪失者(Discouraged workers)」として区別すること

は有用。

• 労働力と潜在労働力の和を、拡張労働力（Extended Labour

Force)と呼び、労働力の低利用（Labour Underutilization)を示

す指標の分母人口として使用。
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４．国際基準の改訂(6)

(6) 潜在労働力の概念と指標 その２

• 異なる経済事情や局面を分析するために、労働力の低利用
の状態を表す次の指標がの潜在労働力が有用。

LU1: Unemployment Rate

[persons in unemployment/labour force] X 100

LU2: Combined Rate of Time-Related Underemployment and Unemployment

[(persons in time-related underemployment + persons in unemployment) /

(labour Force)] X 100

LU3: Combined Rate of Unemployment and Potential Labour Force

[(persons in unemployment + potential labour force) /

(extended labour force)] X 100

LU4: Composite Measure of labour underutilization

[(persons in time-related underemployment + persons in unemployment +

potential labour force) / (extended labour force)   X 100

５．我が国への影響 (１)

(１) 国際基準の変更に伴う影響

• 休業者の扱い・・・・・・・・・ほとんど影響しない

• 失業者の求職期間・・・・・失業者数に影響が生じる

• 就業内定者の扱い・・・・・失業者数に影響が生じる

• 時間関連不完全就業の定義の明確化

・・・・・調査事項の追加が必要

• 潜在労働力人口・・・・・調査事項の再検討が必要
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５．我が国への影響 (2)

(２) 失業者の求職期間

• 新基準では、過去4週間又

は１ヶ月の求職活動の有無

により失業を判定。日本で

は月末１週間の活動で判定。

• 日本と同様の国は世界の
約1/4。

• 労働力調査2012年結果によ

れば、就業希望の非労働力人口

のうち、過去1か月間に求職活動

を行った者は56万人。
注意： 特定調査票の情報を集計した詳細集計

結果による。なお、この中には②現に就業可能

という要件を満たさない者も含まれうる。

（参考：完全失業者数＝285万人）

Source: ILO Department of Statistics “National practices in 

the measurement of the economically active population, 

employment, unemployment and time-related 

underemployment - Household-based sources” 2013 

５．我が国への影響 (3)

(3) 就職内定者の扱い

• 新基準では、就業内定のため職探しをしていなかった者、海
外出稼ぎのため出国待ちの者は失業者と扱われる。

• 日本では、就職内定者は原則として非労働力として扱われ
ている。

• 日本で新基準によった場合、毎月の失業者数がどの程度増
加するか正確な数字は不明。

• 仮に大学卒業（予定）者のうち就職内定者が、就職を待って
いる場合にはすべて失業者として扱われるとすれば、3月に

は約35万人が失業者に加わることになる。（学校基本調査

（平成24年度）の就職者数による。）
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５．我が国への影響 (4)

(4) 時間関連不完全就業者の定義の明確化

• 新基準では、時間関連不完全就業者を調査するために、次
の要件を満たしていることを確認することが必要とされる。

①労働時間の増加を希望している

②実際の労働時間が定められた下限を下回る

③追加就業機会があれば就業可能である

• ①については、労働力調査の特定調査票の質問A２「仕事時

間についての希望はありますか」で把握可能。

• ②については、基礎調査票の質問８により月末1週間の労働

時間を尋ねているので把握可能。

• ③については、既存の調査事項がないため、新たな設問が
必要。また、質問・回答肢について十分な検討が必要。

５．我が国への影響 (5)

(5) 潜在労働力の把握

• 潜在労働力の把握には、非労働力人口に対して、①就業希
望の有無、②求職活動を行ったか否か（調査週間よりも前の

時期）、③就業可能な状態か否か、を調査することが必要。

• ①については、特定調査票のC1（収入になる仕事に就くこと

を希望しているか）により把握可能。

• ②については、同じくC4（この1年間に仕事を探したり会合の

準備をしたことがあるか）により把握可能。

• ③については、同じくC5（今仕事があればすぐ就くことができ

るか）により把握可能。

• ただし、いずれの場合も、質問・回答肢の検討が必要。
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５．我が国への影響 (6)

(6) （参考）現在の労働力統計から得られる潜在労働力の情報

（出典）総務省統計局

「労働力調査（平成24年詳細集計速報）表18」

・現在の労働力調査では、特定調査

票において就業希望の有無、就業

可能性等の事項が調査されているこ

とから、潜在労働力についてはある

程度把握が可能である。

・例えば、求職意欲喪失者については、

非労働力人口のうち、①就業を希望

し、②仕事がありそうにないために

求職活動をしておらず、③仕事があ

ればすぐ就け、かつ、④過去1年以

内に求職活動を行ったことがある者

がおおむね該当すると考えられる。

その数は、平成24年には37万人と推

定されている。

６．まとめ

• 雇用・失業統計の国際基準の変更に伴って、我が
国の統計も適切な対応が必要。

• 新たな調査事項・設問の設計に当たっては、国際基
準に沿った正確な回答が得られるよう、試験調査等

を行い、予め十分に確認することが必要。

• 時系列の不連続が生じる可能性が高く、特に失業
者数など注目度の高い系列については、各方面の

利用者の意見も予め十分に把握することが必要。

（当分の間、季節調整済系列の算出が困難となる

可能性が高い。）
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おわり

本資料の作成に当たり、高岡信行氏、植松洋史氏

（いずれも総務省統計局）から有用な情報とコメント

をいただきました。ここに記して謝意を表します。
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1

国立社会保障・人口問題研究所

金子隆一

研究集会「経済統計・政府統計
の数理的基礎と応用2013」

2014.1.31

1

Ⅱ．人口統計の課題と挑戦

◆ 人口現象の把握

◆ 人口統計の問題点

◆ 人口減少社会の到来

◆ 少子高齢化の進展

2

読売新聞
平成26年１月1日

読売新聞
平成26年１月1日

日本経済新聞
平成26年１月1日

3

日本の人口推移（明治期～21世紀～2110年）

資料：旧内閣統計局推計、総務省統計局「国勢調査」「推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年１月推計[出生中位・死亡中位推計]） 4



2

日本の人口ピラミッド 1960年

生産年齢人口
(15～64歳)

年少人口
(0～14歳)

64.2 ％

30.0 ％

後期老年人口
(75歳以上)

前期老年人口
(65～74歳)

4.0 ％

1.7 ％

5.7 ％老年人口
(65歳以上)

総人口 ＝ 9,342万人

平 均 年 齢 ＝ 29.1 歳
中位数年齢 ＝ 25.6 歳

5

日本の人口ピラミッド 2010年

生産年齢人口
(15～64歳)

年少人口
(0～14歳)

63.8 ％

13.1 ％

後期老年人口
(75歳以上)

前期老年人口
(65～74歳)

11.9 ％

11.1 ％

23.0 ％老年人口
(65歳以上)

総人口 ＝ 12,806万人

平 均 年 齢 ＝ 45.0 歳
中位数年齢 ＝ 45.1 歳

6

日本の人口ピラミッド 2030年

生産年齢人口
(15～64歳)

年少人口
(0～14歳)

58.1 ％

10.3 ％

後期老年人口
(75歳以上)

前期老年人口
(65～74歳)

12.1 ％

19.5 ％

31.6 ％老年人口
(65歳以上)

総人口 ＝ 11,662万人

平 均 年 齢 ＝ 50.4 歳
中位数年齢 ＝ 52.7 歳

7

日本の人口ピラミッド 2060年

生産年齢人口
(15～64歳)

年少人口
(0～14歳)

50.9 ％

9.1 ％

後期老年人口
(75歳以上)

前期老年人口
(65～74歳)

13.0 ％

26.9 ％

39.9 ％老年人口
(65歳以上)

総人口 ＝ 8,674万人

平 均 年 齢 ＝ 54.6 歳
中位数年齢 ＝ 57.3 歳

8



3

世界各国の高齢化率の推移（1950～2100年）

2060年
39.9 %

2100年
41.1 %

参考推計

35.1 %

2100年
31.6 %

資料：United Nations, 2011, World Population Prospects: The 2010 Revision, 日本は総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年１月推計[出生中位・死亡中位推計]）」

9

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

40 45 50 55 60 65 70 75 80 85

平均寿命（年）

合
計
特
殊
出
生
率

2005-10年

日 本

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

55 60 65 70 75 80 85 90 95

平均寿命（年）

合
計
特
殊
出
生
率

2055-60年

日 本

人口動態事情 の 国際比較 － わが国の特殊性

資料：United Nations (2011), World Population Prospects: The 2010 Revision. 総務省統計局「国勢調査」

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」[出生中位・死亡中位推計] 10

合計特殊出生率 と 平均寿命 （2005年人口1千万人以上の国）

高齢化が進んでいる地域では、今後の人口の減少が著しい

資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の世帯数の将来推計（全国推計）平成25年１⽉推計」 11

都道府県別 高齢化率(2010年) × 人口減少率(2010～40年)
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の世帯数の将来推計（全国推計）平成25年１⽉推計」 12
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13資料：厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」[出生中位・死亡中位推計]
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死亡数(75-84歳)

死亡数(65-74歳)

死亡数(15-64歳)
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出生数

2060年
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人口移動

Ⅰ．人口静態統計
･･･人口静態(ストック)に関する統計

Ⅱ．人口動態統計
･･･人口動態(フロー)に関する統計、人口動態事象の把握

人口規模

人口構造（個人の属性によって分けた人口の内部構成）

出 生

死 亡 人口変動の３要素
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死 亡

人口移動

人口動態事象人口動態事象 人 口 静 態人 口 静 態

人口規模

人口構造

14

◎ ⼈⼝構造の形成
個⼈の属性によって分けた⼈⼝の内部構成を⼈⼝構造と呼ぶ。とくに男⼥・年齢構成を基本構造と呼

ぶ。国際⼈⼝移動の少ないわが国では、基本構造は、男⼥別出⽣数の年次推移と、男⼥別の⽣存率によ
って形成される。

人 口 構 造 の 形 成

出生数の年次推移

90° 回転

15

 

調査対象

調査形態 日本人 在留外国人 海外邦人
自然動態

（出生・死亡）

社会動態
（人口移動）

実地調査 －
(出生児数－国勢調査

1950,1960,1970年のみ)
国勢調査

(前住地／現住地)

住民基本
台帳･戸籍

在留外国人統計
(旧 登録外国人)

実地調査 －
21世紀縦断調査

出生動向基本調査等
人口移動調査

行政記録 －
人口動態統計
特殊報告等

－

標本調査

住民基本台帳による
人口・世帯

国勢調査

国民生活基礎調査
住宅・土地統計調査等

(国勢調査 試験調査・事後調査)

－

行政記録

人口静態 人口動態

全数調査
人口動態調査

住民基本台帳による人口動態

母体保護統計

住民基本台帳
人口移動報告
出入国管理統計

海外在留
邦人調査

調査対象・形態による整理

詳細分析

全容把握

16



5

・ 全数に対する唯一の 実地調査

・ 現住地人口 → 実態 の把握（実測）

・ 実施間隔 ５年 → 途中年は“推計”が必要

・ 調査環境の変動 → 不詳増

・ 財政負担 中

（その１）

人口静態統計

国勢調査

住民基本台帳
・ 行政記録 → 継続性・安定性 （調査環境の影響 小）

・ 追加の財政負担 小 ← ＩＣＴ 化有効

・ 常住人口（登録人口） → 実態？

・ 集計 ： 粗い ＝ 男女・年齢５歳階級（1994年～）

・ 対象 ： 日本人のみ

・ 期日 ： ３月末
平成26(2014)年より

変 更 ！

（戸籍）
日本人登録

（消えた高齢者問題）

（移動・登録タイムラグ）

（個人情報意識の高まり）

（不在・ｵｰﾄﾛｯｸ等の増加）

17

（その3）

http://www5.cao.go.jp/statistics/2013wg/wg2/wg2_3/wg2_3.html

18

合計特殊出⽣率 ＝ Σ（出⽣数 x ／⼥性⼈⼝ x ）･･･ 年齢 xについて合計
都道府県別

分⼦ ＝ ⽇本⼈出⽣数
分⺟ ＝（国勢調査年次） ⽇本⼈⼥性⼈⼝ ･･･ 実査⼈⼝

（⾮国勢調査年次）総⼈⼝⼥性⼈⼝（外国⼈を含む）･･･ 推計⼈⼝

合計特殊出生率における 不整合

動態率の分子・分母の不整合問題

19

ピリオド合計特殊出生率の変動は、「少子化」の悪化／改善を意味しない

少子化の指標としての合計特殊出生率の問題

日 本（1955～2010年）

「少子化」傾向の深刻度は、
コーホート合計特殊出生率で

測られる。

中長期的な人口減少、
人口高齢化に帰結しない。

20
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⼈⼝動態率 ＝ （ 動態事象数）／（ リスク⼈⼝ ）

◆ 観察対象期間に関する 不整合
分⼦ ＝ 年間 動態事象数（⽇本⼈）
分⺟ ＝ 国勢調査／推計⼈⼝による 10⽉１⽇ ⽇本⼈⼈⼝

※ ⼈⼝減少下においては、分⺟が過⼩になる（率＝過⼤）
e.g. 今後、婚姻率・出⽣率は過⼩、死亡率は過⼤ の傾向

◆ 地域別 ⼈⼝動態率 における 不整合
分⼦ ＝ 住⺠登録地別 動態事象数（⽇本⼈）
分⺟ ＝ 国勢調査による 現住地別 ⽇本⼈⼈⼝

※ 転出届未提出者の多い地域は分⼦が過⼤になる
e.g. 出稼ぎの多い地域で、死亡率が過⼤に？（⻘森県）

「人口動態統計」公表人口動態率に見られる不整合

動態率の分子・分母の不整合問題

21

動態率の分子・分母の不整合問題

「人口動態統計」公表 出生率に見られる 不整合

⼈⼝動態率 ＝ （ 動態事象数）／（ リスク⼈⼝ ）
分⼦に他⼈⼝由来

の事象が混在

22

（ 人口統計の特殊性 ）

（その１）

○ なぜ、今「人口減少」「少子高齢化」が 注目される？

・ 人口高齢化は、昭和30年代以降の将来推計人口で指摘

・ 人口減少は、1980年代以降の将来推計人口で指摘

→ 経済社会活動 と 人口変動の タイムスケール の違い

・ 人口変化は、ライフコース変容を通して進行（例：長寿化、少子化）

・ 変化に気がつかない ＆ 潮流を押しとどめることは難しい

（ 人口変化は、”時計の短針” ・・・ 動いて見えないが、着実でたゆみない ）

23

ライフコース分析

Event history analysis

事象歴分析法

24
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中位仮定 高位仮定 低位仮定

(1) 平均初婚年齢 25.7 歳 28.2 歳 27.9 歳 28.5 歳

(2) 生涯未婚率  9.4 % 20.1 % 14.7 % 26.2 %

(3) 夫婦完結出生児数 2.07 人 1.74 人 1.91 人 1.57 人

(4) 離死別再婚効果係数 0.962 0.938 0.937 0.938

０　人　　（子なし割合） 17.5 % 35.6 % 26.6 % 44.8 %

１　人　　（一人子割合） 13.9 % 18.2 % 18.3 % 17.1 %

２　人　以　上 68.6 % 46.2 % 55.1 % 38.1 %

1.35 1.60 1.12
(1.30) (1.53) (1.15)

コーホート合計特殊出生率 1.81(日本人女性の出生に限定した率)

女性の出生力要素指標　

実績値
1960年

生まれ

将来推計人口の出生仮定

1995年生まれ女性コーホート

子
ど
も
数

「将来推計人口」の描くライフコース

資料：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年１⽉推計）」

「将来推計人口」の描くライフコース

0 20 40 60 80 100 120

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105+

万

年
　
齢

人口(女性)

未婚

既婚無子

１子

２子

３子以上

女性人口

0 20 40 60 80 100 120

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105+

万

年
　
齢

人口(女性)

未婚

既婚無子

１子

２子

３子以上

女性人口

2055年

0 20 40 60 80 100 120

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105+

万

年

　
齢

人口(女性)

未婚
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2030年2005年

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」に基づき、講演者が作成（公表値ではない）。

未婚・子どもなし女性の増加

26

※ 本図表は、平成18年
１月推計による

高齢者世帯数 および 家族類型別構成の推移（1960～2030年）

資料：総務省統計局「国勢調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の世帯数の将来推計（全国推計）平成25年１⽉推計」 27

【 メ モ 】
2010年 → 2035年

65歳以上高齢単身世帯数は
53％増

75歳以上高齢単身世帯数は
73％増

ライフコース分析の枠組み
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時間変数

時間変数 

生命線の一例

多相的生命線

28
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年次統計 と ライフコース指標

 

a : 1999年1月1日生まれで、2000年４月1日に満１歳３ヶ月で死亡.
b : 1999年4月1日生まれで、2002年1月1日以降も生存.
c : 1999年7月1日生まれで、2001年10月1日に満２歳３ヶ月で死亡.
d : 1999年10月1日生まれで、2002年1月1日以降も生存.
e : 2000年1月1日生まれで、2001年7月1日に満１歳６ヶ月で死亡.
破線 Cは、2000年国勢調査(10月1日)によって観察される人口の断面

3

2

1

0
1999 2000 2001

a

b
c

d

注： 観察時間を横軸、 年齢を縦軸にし た座標上（ レ キシス 平面）
に生命線を描いたも の。 各生命線については以下のと おり 。

年
齢
（

年
）

年 次

X

X

10/1

C

A B

eX

 

１歳

年
齢
（
年
）

年　 次

２歳

３歳

４歳

５歳

０歳
10/1

国勢調査

10/1

国勢調査

A B

DC

E

F

HG

2000年 2002年 2003年2001年 2004年 2005年

レキシス図
（Lexis diagram）

生命線とレキシス図

コーホート
疑似コーホート
仮説コーホート

の違いに注意！

29
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1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

Life time distribution of woman by number of child ( at birth )

Childless 18.4 17.7 20.8 24.8 31.4 35.5 36.4 37.9 38.1

Never married 13.6 11.2 12.9 14.4 17.9 21.7 23.6 24.3 24.3

Ever married 4.8 6.5 7.9 10.5 13.5 13.8 12.8 13.6 13.8

Only child 11.2 11.2 13.3 16.5 18.7 18.8 18.8 18.1 18.0

Two children 46.8 44.4 41.8 39.5 35.2 32.9 33.0 32.6 32.8

Three children 19.4 22.0 19.6 15.3 11.5 10.1 9.4 9.3 9.3

Four and more children 4.2 4.7 4.5 3.8 3.2 2.7 2.3 2.0 1.9

Net Reproduction Rate 87.5 90.0 84.5 76.3 66.3 61.2 59.6 58.1 57.9

No grandchild 22.2 21.2 25.6 31.6 41.2 46.8 48.1 50.0 50.2

Family Status
Birth year of woman's cohort

Recorded Projected

Derived from Assumption 

Derived from Multistate Life Tables

Life time proportion of woman ( without mortality effect = directly derived from fertility assumption )
Never married 5.0 5.8 9.3 12.0 16.2 20.4 22.6 23.5 23.5
Childless 10.3 12.7 17.5 22.7 30.0 32.8 35.7 37.1 37.4
No grandchild 12.1 15.0 21.3 28.8 39.3 42.9 46.8 48.9 49.4

33

縦断調査・データ

Longitudinal survey / data

34

人口動態統計

縦 断 調 査

横 断 調 査

全数調査であり、代表性が高いが、調査項目に制約。

代表性もあり、調査項目も豊富だが、因果立証に弱い。

調査項目も豊富で、因果立証に強いが、代表性が弱い。

ライフイベントに関する
統計の新時代！

35
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国民のライフコースに寄り添い、有効な政策立案に必要な
科学的知見をもたらす三つの２１世紀縦断調査の例

就業前 就業・家族形成・子育て期

妊
娠

誕
生

就学期

６
歳

15

歳

20

歳

40

歳

60

歳

65

歳

75

歳

退職後

死
亡

（ 中 高 年 調 査 ）（ 出 生 児 調 査 ） （ 成 年 者 調 査 ）

21世紀縦断調査

結 婚発 育 ・ 成 長 妊娠・出産 子育て

就 労 ・ 家 事

介 護

就 業

リプロヘルス
両立・負担・不安・ストレス

離婚・死別 母子・父子世帯

失 業非正規雇用
貧困・格差・階層化

家 庭 機 能

所 得 ・ 家 計

退 職

教 育・学習

健 康 ・ 疾 病 ・ 障 害・医療

健康状態 罹患・疾病

就 学

家庭教育

次世代健全育成

学校教育

生活態度 社会保障給付

再就労

人格形成

育児・

教育費 貯蓄・資産形成

子育て支援

生活支援

通院・入院障害 高齢期医療

進 学

きょうだい

遊び

保 育

しつけ

居住形態・同別居

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ
喫煙・

飲酒等

生活設計 地域サポート

単
独
世
帯
化

独 居
看取り

家族形成

個人のライフコースとライフコース事象

養 護 見守り

いじめ

児童虐待

高齢者虐待

事象歴分析法･共分散構造解析法
ﾏｲｸﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ分析等による分析

データ管理・分析統合システム
PDA21の活用による高度統計分析

37

分析用データベース

Database for scientific analyses

38

ＪＭＤの紹介
◆ 出 生 データベース◆ 出 生 データベース

◆ 死 亡 データベース◆ 死 亡 データベース
カリフォルニア大学バークレー校カリフォルニア大学バークレー校

マックス・プランク人口研究所マックス・プランク人口研究所

マックス・プランク人口研究所マックス・プランク人口研究所

・ 出生順位別 年齢別 出生率
期間観察
コーホート観察

・ 出生順位別 年齢別 出生率
期間観察
コーホート観察

・ 男女 年齢別 死亡率 ＜生命表＞
期間観察
コーホート観察

・ 男女 年齢別 死亡率 ＜生命表＞
期間観察
コーホート観察

39 40
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ＪＭＤの紹介

41

ＪＭＤの紹介

42

高度な加工統計指標
の必要性

43

例： 高齢化の再定義

資料： 2010年以前は「完全生命表」、2030年、2060年は「将来推計人口（平成24年1月推計・死亡中位仮定）」を用いて算出。

44

1955年基準 平均余命等価年齢

男性

60歳 6５歳 ７５歳 ９０歳 60歳 6５歳 ７５歳 ９０歳

1955 15.0 11.8 7.0 2.9 1955 60.0 65.0 75.0 90.0

1980 18.3 14.6 8.3 3.2 1980 64.4 69.0 77.9 91.6

2010 22.7 18.7 11.4 4.2 2010 70.0 74.4 82.8 95.1

2030 24.7 20.6 13.1 5.1 2030 72.3 76.9 85.4 98.1

2060 26.5 22.3 14.6 5.9 2060 74.5 79.0 87.6 100.3

女性

60歳 6５歳 ７５歳 ９０歳 60歳 6５歳 ７５歳 ９０歳

1955 17.7 14.1 8.3 3.1 1955 60.0 65.0 75.0 90.0

1980 21.9 17.7 10.2 3.5 1980 64.9 69.5 78.2 91.8

2010 28.3 23.8 15.3 5.5 2010 72.0 76.4 84.8 97.0

2030 30.3 25.8 17.1 6.7 2030 74.3 78.7 87.1 99.7

2060 32.3 27.7 18.9 7.9 2060 76.4 80.8 89.3 101.9

平均余命 平均余命等価年齢（1955年基準）

平均余命 平均余命等価年齢（1955年基準）

年次 年次

年次 年次
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資料： 2010年以前は「完全生命表」、2030年、2060年は「将来推計人口（平成24年1月推計・死亡中位仮定）」を用いて算出。 45

1955年基準 平均余命等価年齢による 高齢化指標

・ある年(基準年)のある年齢と平均
余命が同じ別年の年齢を、平均余
命等価年齢と呼ぶ。
・・・健康度がほぼ同じと考えられる

・ 1955年を基準年として、この年
の65歳と平均余命等価な年齢を

求め、これを老年の区分年齢とし

た各種の高齢化指標を計算した。
・・・高齢化の将来像が違って見える。

データ集積システム

Scientific data collection systems

46

47 48

統計委員会 「公的統計の整備に関する基本的な計画の変更について」（平成25年10月30日諮問）

・ 平成 25 年５月に法律が公布されたことを受け、平成 28(2016)年からの施行に向けた準備が行われ
ているところであり、施行後３年を目途とした見直し条項により、最短での見直しは平成 31(2019)
年頃となることが想定される。

・ 利用範囲の拡大に関する番号法の見直しに併せて。統計作成における活用について検討する。
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東京大学経済学部小島ホール2F

国立社会保障・人口問題研究所
金子隆一

2014年 １月31日（金）

経済統計・政府統計の数理的基礎と応用

人口減少・高齢社会の進展と
人口統計の課題

人口減少・高齢社会の進展と
人口統計の課題

49

後期高齢率
(75歳以上)

1960年 59.7 ％ 41.5 歳 42.9 ％ 47.5 ％ 9.6 ％ 2.9 ％

1990年 73.1 　 47.2 　 27.0 　 56.5 　 16.5 　 6.6 　

2010年 81.0 　 52.7 　 20.9 　 50.8 　 28.3 　 13.6 　

2030年 83.4 　 57.5 　 16.8 　 45.6 　 37.6 　 23.3 　

2050年 83.5 　 60.4 　 14.3 　 39.9 　 45.7 　 29.1 　

2060年 83.6 　 61.5 　 14.2 　 39.1 　 46.7 　 31.7 　

有権者
高齢化率

(65歳以上)

有権者人口（20歳以上日本人）の年齢構成

有権者
平均年齢

実
　
績

将
来
推
計

総人口中の
有権者割合

年 次 有権者
「青年」率
(35歳未満)

有権者
「壮年」率
(35～64歳)

意思決定構造の高齢化（1955～2060年）

50

(注）有権者割合：総⼈⼝に占める20歳以上⽇本⼈⼈⼝の割合、有権者平均年齢：有権者の平均年齢、
有権者「⻘年」率：有権者総数に占める20〜34歳の有権者数の割合、
有権者「壮年」率：有権者総数に占める35〜64歳の有権者数の割合、
有権者⾼齢化率：有権者総数に占める65歳以上の有権者数の割合、
有権者後期⾼齢率：有権者総数に占める75歳以上の有権者数の割合．

資料： 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝」（平成24年１⽉推計[出⽣中位・死亡中位推計]）

人口変動のもたらす

経済社会の課題

51

ライフコース

人口減少社会の処方箋

人口減少、高齢化にいかに対処するのか？

長 寿 化 の 真 価

52
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１．目 的

「人口推計」は，国勢調査の実施間の時点においての毎月，毎年の人口の状
況を把握するために行うもの。

２．内 容

毎月１日現在 年齢(５歳階級)，男女別推計人口

毎年10月1日現在 全国，年齢(各歳)，男女別推計人口、および

都道府県，年齢(５歳階級)，男女別推計人口、その他に、補間補正人口

３．方 法

1)   国勢調査による人口を基礎に，その後の人口動向を他の人口関連資料から
得て，毎月１日現在の人口を算出。

2)  推計人口 ＝ 基準人口

＋ 自然動態（出生児数－死亡者数）

＋ 社会動態（入国者数－出国者数）

＋ 国籍の異動による純増（日本人について）

（ ＋ 都道府県間転入者数－都道府県間転出者数 ）

※（ ）は、都道府県別人口について適用

（その１）

総務省統計局ウェッブページ
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/1.htm

53

3) 算出に用いている資料

・出生児数及び死亡者数 ……「人口動態統計」 （厚生労働省）

・出入国者数 ……「出入国管理統計」 （法務省）

・国籍異動 …… 法務省資料

・都道府県間転出入者数 ……「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）

・その他 ……「国勢調査」 （総務省統計局）

……「在留外国人統計」 （法務省）

…… 都道府県資料

（その2）

総務省統計局ウェッブページ
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/1.htm

全国人口の推移（国勢調査結果による補間補正人口)

54

将来人口推計

－ 手法の概略 －

55

将来人口推計（要因法）

基

準

人

口

（国
勢
調
査
）

将

来

人

口

① 出 生

② 死 亡

③ 国際人口移動

将来の仮定値

56
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15～49歳女性のべ人口

① 年齢別出生率
出生性比

コーホート要因法による人口推計の計算と仮定値の関係を示すと以下のようになる。

当年の人口 翌年の人口

・・・・・・

・・・

Ｘ歳

Ｘ－１歳 ・・・・・・
・・・・・・

１歳

０歳

Ｘ＋１歳

Ｘ歳

０

歳
（
乳
児
）

③ 国際人口移動

16

・
・
・
・
・

49

×

16

・
・
・
・
・

49

×

15歳

女性
人口 出生率

15歳

×

×

出
生
数

死亡

② 出生児生残率

出 入 国

０歳

出生数
男・女

Ｘ
歳

Ｘ
＋
１
歳

死 亡

②年齢別生残率

③国際人口移動

出 入 国

57

● 基準人口・・・男女年齢別人口（国勢調査）

● ３つの仮定値

① 出 生
（将来の）女性の年齢別出生率
（将来の）出生性比

② 死 亡
（将来の）男女年齢別生残率（将来生命表）

③ 国際人口移動
（将来の）男女年齢別国際純移動数(率)

将来人口推計に必要なデータ

58

Objectivity and Neutrality
= To be scientific = Aim to use the best methods + best data

 Incorporation of life course changes
= To cope with “the life course revolution”, 
i.e. the lowest‐ever‐fertility, the world highest longevity, 
and the globalizing movements of people.

 Internationalization of the population
= structured population model by nationality (Japanese or not)

59 60
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モデル値

1970年生まれコーホート
出生率の投影
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The fertility rate ( f ) of birth order ( n ) , age
( x );

Model of the age-specific fertility rate
- The generalized log-gamma model -

Cn= lifetime probability of 
birth,  ; , ,n n n nx u b 

where Γ、exp the gamma and exponential function,
Cn, un, bn, and λn are parameters for n-th birth.

Model
Observed

Total

First
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Third

Forth & higher

Age

Fe
rt
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ty

 ra
te denotes

The cohort fertility schedule is given with the 
standard error pattern  εn as

A mathematical model is developed for birth-order, age-specific fertility rate of
female cohort. The model has several parameters which represent behavioral
traits of cohorts.

f(x)

f1(x)

f2(x)

f3(x)

f4(x)
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Classification of marital status
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出生率要因の仮定値

中位仮定 高位仮定 低位仮定

(1) 平均初婚年齢 24.9 28.2 27.8 28.7

(2) 生涯未婚率 5.8 % 23.5 % 17.9 % 27.0 %

(3) 夫婦完結出生児数 2.16 1.70 1.91 1.52

(4) 離死別再婚効果係数 0.952 0.925 0.938 0.918

０　人　　（子なし割合） 12.7 % 37.4 % 28.6 % 43.3 %

１　人　　（一人子割合） 11.8 % 18.2 % 15.4 % 19.4 %

２　人　以　上 75.6 % 44.4 % 55.9 % 37.2 %

1.26 1.55 1.06
(1.20) (1.47) (1.02)

子
ど
も
数

コーホート合計特殊出生率 1.94(日本人女性の出生に限定した率)

女性の出生力要素指標　
実績値
1955年
生まれ

将来推計人口の出生仮定

1990年生まれ女性コーホート

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」 76
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死亡スケジュール変化の表現のためのモデル

リレーショナルモデルとは、死亡スケジュール変化の経験的パターンを用い、そ
の変化を表現するパラメータと組み合わせて任意のスケジュールを表現する方法

平成14年、18年推計では、リー・カーターによって開発されたリレーショナルモ
デル（Lee-Carter Model）をベースにした方法により将来生命表を作成した。

生命表のリレーショナルモデルとリー・カーターモデル

  txtxxtx kbam ,,ln 

年次( t )、年齢（ x )の死亡率の対数値

死亡率の標準年齢パターン（年齢別死亡率の年次「平均」）

死亡の一般的水準（死亡指数）

死亡率変化の標準年齢パターン

残 差（平均0）

 ,ln x tm

xa

xb
tk

tx,
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右の図（観測値）を第一、第二特異値からの推計に変えてみると、死亡率水準のピークが
高年齢へシフトしていくような動きが加わることが観察される。
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男 性 女 性

ln(qx) の推移

(1951 は 1950-52年を表す)

死亡スケジュール変化の表現のためのモデル

年齢別死亡率の高年齢における改善は、死亡率曲線が高齢側にシフトする年齢シフトと
いう死亡状況の変化と捉えることができる。

84
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Assumptions for 
International Migration
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将来人口推計

－ 結果の概略 －
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Source: Ministry of Internal Affairs and Communications, Statistics Bureau, Census, NIPSSR(2006), Population Projection 
for Japan:2006‐2055.
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Source: United Nations(2011), World Population Prospects: The 2010 Revision, NIPSSR(2006), Population Projection for 
Japan:2006-2055. 91

Source:  United Nations (2009), NIPSSR(2006)
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Source: United Nations (2009), World Population Prospects: The 2008 Revision. NIPSSR (2007), Population Projections  for Japan.
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1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

Life time distribution of woman by number of child ( at birth )

Childless 18.4 17.7 20.8 24.8 31.4 35.5 36.4 37.9 38.1

Never married 13.6 11.2 12.9 14.4 17.9 21.7 23.6 24.3 24.3

Ever married 4.8 6.5 7.9 10.5 13.5 13.8 12.8 13.6 13.8

Only child 11.2 11.2 13.3 16.5 18.7 18.8 18.8 18.1 18.0

Two children 46.8 44.4 41.8 39.5 35.2 32.9 33.0 32.6 32.8

Three children 19.4 22.0 19.6 15.3 11.5 10.1 9.4 9.3 9.3

Four and more children 4.2 4.7 4.5 3.8 3.2 2.7 2.3 2.0 1.9

Net Reproduction Rate 87.5 90.0 84.5 76.3 66.3 61.2 59.6 58.1 57.9

No grandchild 22.2 21.2 25.6 31.6 41.2 46.8 48.1 50.0 50.2

Family Status
Birth year of woman's cohort

Recorded Projected

Derived from Assumption 

Derived from Multistate Life Tables

Life time proportion of woman ( without mortality effect = directly derived from fertility assumption )
Never married 5.0 5.8 9.3 12.0 16.2 20.4 22.6 23.5 23.5
Childless 10.3 12.7 17.5 22.7 30.0 32.8 35.7 37.1 37.4
No grandchild 12.1 15.0 21.3 28.8 39.3 42.9 46.8 48.9 49.4
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図表3　脱落の有無により第1回調査時の変数がとる値及び第1回調査との有意差の有無
第1回 第2回

集計対象 回答者 回答者(復活除く) 回答者(復活除く) 回答者(復活除く)

除いた対象 なし

2000年12月31日時点での父親年齢 31.26 31.37 *** 31.42 *** 31.45 *** 31.45 *** 31.51 *** 31.50 *** 31.57 ***

2000年12月31日時点での母親年齢 29.08 29.21 *** 29.25 *** 29.30 *** 29.31 *** 29.37 *** 29.35 *** 29.43 ***

父母とも日本人 96.6 97.0 *** 97.1 *** 97.2 *** 97.2 *** 97.3 *** 97.2 *** 97.4 ***

対象児を婚前妊娠していた 18.6 18.0 ** 17.7 *** 17.5 *** 17.5 *** 17.2 *** 17.2 *** 16.9 ***

同居の状況(母) 99.9 99.9 99.9 * 99.9 * 99.9 * 99.9 ** 99.9 ** 99.9 **

同居の状況(父) 97.7 97.9 *** 98.0 *** 98.1 *** 98.1 *** 98.2 *** 98.1 *** 98.2 ***

同居の状況(母の母親) 6.4 6.3 6.2 * 6.1 * 6.1 * 6.0 ** 6.1 ** 5.97 ***

兄姉弟妹の人数（双子込み） 0.69 0.68 0.68 0.68 * 0.68 0.68 * 0.68 0.68 *

核家族世帯 76.7 76.9 77.0 77.1 * 77.0 77.2 * 77.1 * 77.4 **

ひとり親世帯（祖父母同居含む） 2.3 2.0 *** 2.0 *** 1.9 *** 1.9 *** 1.8 *** 1.9 *** 1.8 ***

妊娠出産に伴う引越・増築の有無 11.7 11.3 ** 11.2 *** 11.1 *** 11.1 *** 11.0 *** 11.0 *** 10.8 ***

ふだんの保育者(母) 97.1 97.3 * 97.3 97.3 ** 97.3 * 97.4 ** 97.4 ** 97.5 ***

ふだんの保育者(父) 46.4 47.1 ** 47.2 *** 47.5 *** 47.5 *** 47.9 *** 47.7 *** 48.2 ***

ふだんの保育者(保育所の保育士) 3.9 3.7 3.7 * 3.6 * 3.6 * 3.6 ** 3.6 * 3.5 **

ふだんの保育者　親と保育士等 2.0 2.0 1.9 1.9 1.9 1.9 * 1.9 1.9 *

保育士や保育ママやベビーシッターの利用 4.2 4.1 4.0 * 4.0 * 4.0 * 3.9 ** 4.0 ** 3.9 **

授乳は母乳のみ 21.0 21.5 * 21.6 ** 21.8 *** 21.7 *** 21.8 *** 21.9 *** 22.1 ***

母乳を与えた期間（月） 4.48 4.55 *** 4.56 *** 4.58 *** 4.58 *** 4.61 *** 4.59 *** 4.63 ***

母の育児(食事の世話をする)　4段階（1～4） ※1が高頻度 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02 *

母の家事(食事をつくる)　4段階（1～4）　※同上 1.09 1.08 * 1.08 1.08 1.08 * 1.08 * 1.08 ** 1.08 ***

母の家事(食事の後片づけをする)　4段階（1～4）　※同上 1.08 1.08 1.08 1.07 1.08 1.07 1.07 * 1.07 **

母の家事(日常の買い物をする)　4段階（1～4）　※同上 1.17 1.16 1.16 1.16 1.16 1.16 1.16 * 1.16 **

父の育児(入浴させる)　4段階（1～4）　※同上 1.81 1.80 1.80 1.80 * 1.80 1.80 * 1.80 * 1.80 *

子を持ってよかったこと(身近な人が喜んでくれた) 78.1 78.4 78.5 78.6 * 78.5 78.7 ** 78.5 * 78.8 **

子を持って負担に思うこと(子育てによる身体の疲れが大きい) 39.5 39.8 39.8 40.0 * 39.9 40.0 * 39.9 40.1 *

子を持って負担に思うこと(子育てで出費がかさむ) 34.7 34.4 34.2 * 34.2 * 34.1 ** 34.0 ** 34.0 ** 33.8 ***

子を持って負担に思うこと(自分の自由な時間が持てない) 55.2 55.6 55.7 * 55.8 ** 55.8 ** 56.0 ** 56.0 ** 71.4 ***

脱落者・復活者

第5回

回答者
脱落者 脱落者・復活者

第3回

脱落者 脱落者・復活者

第4回

回答者 回答者 回答者
脱落者 脱落者
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(1) Mean age at first marriage 24.9 28.2 27.8 28.7

(2) Proportion never married at age 50 5.8 % 23.5 % 17.9 % 27.0 %

(3) Couples' completed fertility 2.16 1.70 1.91 1.52

(4) Effect of divorce, widowhood and remarriage 0.952 0.925 0.938 0.918
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資料：総務省統計局「国勢調査」「推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」 112
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
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人口統計学の基礎知識

人口動態事象

114

(期末人口)－(期首人口) ＝ (出生数)－(死亡数)

＋(転入者数)－(転出者数)

1,01,01,01,001 tttttttttt EIMBPP 

① 人口静態と人口動態事象との関係を記述

② 実際に未知数を求める方程式として用いる

e.g. 「人口推計」

③ 測定誤差の推定に用いる

人口増加

Demographic balancing equation
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図３ 人口動態率に基づく安定人口の年齢構造：1930年、1990年
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注：1930年、1990年それぞれの出生・死亡状況の組み合わせてできる安定人口

の年齢構造を比較したもの．
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注：1930年の年齢別死亡率に、1930年および1990年の年齢別出生率を組み合わ

せてできる安定人口の年齢構造を比較したもの．

図４ 異なる出生・死亡の組み合わせによる安定人口の年齢構造

A. 出生(1930)×死亡(1930)
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図５ 異なる出生・死亡の組み合わせによる安定人口の年齢構造

男 女

注：1930年の年齢別出生率に、1930年および1990年の年齢別死亡率を組み合わ

せてできる安定人口の年齢構造を比較したもの．

D. 出生(1930)×死亡(1990)

A. 出生(1930)×死亡(1930)
構成比(%)

Ａ Ｄ
0-14 35.8 38.1 
15-64 58.8 54.8 
65+ 5.4 7.0 

合 計 100.0 100.0 

年齢

Ⅰ. 人口静態に関する統計（人口の規模と構造（属性別構成）に関する統計）

１． 人口センサス （男女・年齢・配偶関係・居住地・就業状態 などの属性別人口）

① 「国勢調査」（総務省統計局）

２． 行政記録

① 地域住民（日本人）…「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯
数」（総務省自治行政局）

② 日本人（日本国籍を有する国民） …戸籍

③ 外国人（日本に居住する者） … 「在留外国人統計」（法務省）

④ 海外に居住する日本人… 「海外在留邦人調査統計」（外務省）

３． 加工統計

① 「現在推計人口」（総務省統計局）

② 「将来人口推計」（厚生労働省・研究所）

4． 標本調査

① 「国民生活基礎調査」（厚生労働省）など

（政府統計委員会2008 年ワーキンググループ資料より）

（その１）
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Ⅱ．人口動態に関する統計（人口変動要因に関する統計）

Ａ．自然動態（出生、死亡とこれに直接関連する事象の統計）

１． 人口センサス

①同居児法による推定出生統計…「国勢調査」

２． 行政記録

① 出生・死亡・婚姻・離婚・死産…「人口動態統計」（厚生労働省）

② 人工妊娠中絶…「母体保護統計」（厚生労働省）

３． 加工統計

① 生存・死亡状況…「生命表」（厚生労働省）

4． 標本調査

① 縦断（パネル）調査…「21 世紀縦断調査」（厚生労働省）

② 結婚・出生調査…「出生動向基本調査」（厚生労働省・研究所）
など

（政府統計委員会2008 年ワーキンググループ資料より）

（その2）
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Ⅱ．人口動態に関する統計（人口変動要因に関する統計）．．．つづき

Ｂ．社会動態（国内・国際人口移動／国籍変更）

a．国内人口移動

１． 人口センサス

① 前従地／現住地による…「国勢調査」

２． 行政記録

① 転入届・転出届による…「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）

３． 標本調査

①「人口移動調査」（厚生労働省・研究所）

b．国際人口移動

２． 行政記録

① 「出入国管理統計」（法務省）

c．国籍異動

① 国籍異動（法務省資料）

（政府統計委員会2008 年ワーキンググループ資料より）

（その3）
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◎ ⼈⼝構造の形成
個⼈の属性によって分けた⼈⼝の内部構成を⼈⼝構造と呼ぶ。とくに男⼥・年齢構成を基本構造と呼

ぶ。国際⼈⼝移動の少ないわが国では、基本構造は、男⼥別出⽣数の年次推移と、男⼥別の⽣存率によ
って形成される。

人口構造の形成

出生数の年次推移

90° 回転
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生存率を反映

◎ 安定⼈⼝モデル stable population model
出⽣と死亡の年齢スケジュールが⻑期間⼀定だと、⼈⼝は初期の年齢構成に関係なく、当該スケジュ

ールの組み合わせに固有な年齢構造に近づいて⾏く。この⼀意的に決まる年齢構造を持った理論⼈⼝を
安定⼈⼝と呼ぶ。

構造化人口動態モデル
The Structured Population Dynamics model 

出
生
率

年 齢

生
存
率

年 齢 年齢構造係数 cx
年齢別死亡スケジュール（ lx ）⼀定

年齢別出⽣スケジュール（ fx ）⼀定

lx

fx
安定人口

c be lx
rx

x 

b
e l dxrx

x





1

0

出生率 bx

1
0

 

 e l f dxrx
x x

一般人口
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◎ 出⽣と死亡の年齢スケジュール
構造化⼈⼝モデルにおいては、出⽣と死亡の年齢スケジュールが重要

な役割を果たす。ここでは死亡スケジュールを年齢別⽣存率（⽣まれて
からx歳まで⽣存する率）で表し、⼀⽅出⽣スケジュールを（⼥性の）
年齢別出⽣率（各年齢での出⽣頻度）によって表す。

⽣存関数

生
存
率

年 齢

出
生
率

年 齢

出⽣関数
lx fx

人口移動

Ⅰ．人口静態統計
･･･人口静態(ストック)に関する統計

Ⅱ．人口動態統計
･･･人口動態(フロー)に関する統計、人口動態事象の把握

　人口動態事象 → 　人口静態

　出生・死亡・移動 → 　人口規模

　その他の事象 　人口構造
　　e.g. 結婚 　　e.g. 配偶関係構造　
　　　　就業・失業 　　　　労働力人口構造
　　　　　： 　　　　　：
　　　　　： 　　　　　：

事　　象 状　　態
（ フロー ） （ ストック ）

→

→

人口規模

人口構造（個人の属性によって分けた人口の内部構成）

出 生

死 亡 人口変動の３要素

人口動態事象と
人口静態の
機能的関係
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日本の人口ピラミッド 2030年

生産年齢人口
(15～64歳)

年少人口
(0～14歳)

58.1 ％

10.3 ％

後期老年人口
(75歳以上)

前期老年人口
(65～74歳)

12.1 ％

19.5 ％

31.6 ％老年人口
(65歳以上)

総人口 ＝ 11,662万人

平 均 年 齢 ＝ 50.4 歳
中位数年齢 ＝ 52.7 歳
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・ 登録人口＆人口調査システム

・ スウェーデン方式

人口統計システムの整備

126

・ 全数に対する唯一の 実地調査

・ 現住地人口 → 実態 の把握（実測）

・ 実施間隔 ５年 → 途中年は“推計”が必要

・ 調査環境の変動 （不在・ｵｰﾄﾛｯｸ等の増加） → 不詳増

・ 財政負担 中

（その２）

人口動態統計

人口動態調査

住民基本台帳
・ 行政記録 → 継続性・安定性 （調査環境の影響 小）

・ 追加の財政負担 小 ← ＩＣＴ 化有効

・ 常住人口（登録人口） → 実態？

・ 集計 ： 粗い ＝ 男女・年齢５歳階級（1994年～）

・ 対象 ： 日本人のみ

・ 集計期日 ： ３月末
平成26(2014)年より

変 更 ！

（戸籍）
日本人登録

（消えた高齢者問題）

（移動・登録タイムラグ）
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（その１）

人口動態統計

国勢調査国勢調査

住民基本台帳住民基本台帳

戸 籍 統 計戸 籍 統 計

（外務省）

旧 登録外国人統計旧 登録外国人統計

海外在留邦人統計海外在留邦人統計

在留外国人統計在留外国人統計
住民基本台帳住民基本台帳

（法務省）

（総務省）

（総務省統計局）

（法務省）

人口動態統計人口動態統計 （厚生労働省）
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人口登録システム

Population registration system
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